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公務災害防止対策アドバイザー派遣事業について（ご案内） 

 

平素より当協会に対し格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、当協会では、公務災害を未然に防止し、安全で快適な職場環境の形成を促進するため、公務災

害に関する専門家（アドバイザー）を派遣する標記事業を令和３年度から実施しております。 

本事業につきまして、令和５年度も下記のとおり実施いたしますので、ぜひともご活用くださいます

ようご案内申し上げます。 

なお、この通知は、各地方公共団体の労働安全衛生担当課宛てにお送りしております。 

 

記 

 

１．事業内容 公務災害が発生した地方公共団体や、公務災害の発生が危惧される地方公共団体に

対し、公務災害に関する専門家（アドバイザー）を派遣し、専門的な見地から公務災

害防止に関するアドバイスを行います。 

  ２．対  象 地方公共団体の事業場 

（地方公務員災害補償法が適用となる職員が常時勤務している事業場であれば、業

種は問いません。） 

   
３．費  用 無料 （派遣に係る費用（謝金、旅費等）は当協会が負担いたします。ただし、当協

会基準の範囲内の支払いとなります。） 

  ４．募集期間 令和５年４月３日（月）から令和５年１２月２２日（金）まで 

 （アドバイザーの派遣は令和６年２月下旬までを予定しております。） 

  
５．申込方法 事前にお電話又はＥメールにてお問い合わせいただいたうえで、実施希望日の約２

か月前までに「派遣要請書」をご提出ください。実施日程を調整し、派遣の決定を行

います。要請書は当協会ホームページ（※）からダウンロードできます。   

※ https://www.jalsha.or.jp/cyoken/koumuadvisor/ 

  ６．留意事項 ・アドバイザーは地方公共団体が指定することもできますし、当協会で紹介すること 

もできます。ただし、派遣に係る費用は当協会の基準によります。協会の基準額を超 

える場合は各団体のご負担となりますので、ご留意ください。 

・お申し込みは、１団体につき１回までです。 

・協会職員が同行します。 

 

 

〔問い合わせ先〕 一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 調査研究課 

〒102-0083 千代田区麹町三丁目２番地 垣見麹町ビル 

電話：03-3230-2021 Ｅメール：choken@jalsha.or.jp 


